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取締役の任務懈怠責任に関するフローチャートの説明と訴状等の参考書式 

東京地方裁判所商事部 

 

株式会社の取締役に対する会社法４２３条１項に基づく任務懈怠責任の追及

訴訟には多様な形態があることから、責任原因をいくつかのパターンに類型化5 

して、その責任原因ごとに検討することがまずは有益です。このフローチャー

トは、このような検討に当たっての補助的な資料として作成したものであり、

事案に応じて、更なる検討を要するものがあり得ることに留意してください1。 

 

※前注 会社法４２３条１項に基づく損害賠償請求の要件事実2 10 

⑴ 一般的には、会社法４２３条１項に基づく損害賠償請求に関する請求原因は、

以下のとおりとなると考えられます（なお、任務懈怠責任の特則（会社法４２

３条３項、４２８条等）の適用等がある場合には要件事実の構造が異なってく

るため、関係法令を確認してください。）。 

① 取締役選任・任用契約 15 

② 任務懈怠行為の内容となる法令・定款違反行為の存在若しくは善管注意義

務違反行為の存在3（又は任務懈怠行為の評価根拠事実4） 

                                            
1 このフローチャート作成に当たって、東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」、

西岡清一郎・大門匡編「商事関係訴訟〔改訂版〕」、垣内正編・東京地方裁判所商事研究会著「会社訴訟

の基礎」、滝澤孝臣監修・野上誠一著「判例法理から読み解く裁判実務 取締役の責任」等を参考にし

ています。 
2 この要件事実をどう捉えるかについては議論の余地があり得ますが、この参考書式では、東京地方

裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」２２０～２２３頁に沿って整理しています。 
3 履践すべき内部的意思決定を履践していないといった具体的な個別法令への違反行為はもとより、

善管注意義務違反であっても会社財産の横領行為といった違法行為や、定款上明白に禁止された行動

をしたといった違反行為であれば、任務懈怠行為は、当該違反行為が主要事実になり、これを攻撃防

御の観点から具体的に特定し基礎付ける事実をもって主張すれば足ります。 
4 経営判断に関する事務処理の評価が問題となるような善管注意義務違反が争われる場合、取締役が

置かれた状況、すなわち履行に関する状況によっては、同一の行為（特に不作為）であっても本旨履

行行為とされることもあれば、任務懈怠行為と評価されることもあり、その意味が変わり得るという

事態が生じます。そして、このような事態や、結果債務・手段債務の区別を踏まえて、義務違反行為

が任務懈怠行為であることの評価を根拠付ける事実が要件事実であると解すべきではないかとの指摘

があります。この指摘によれば、任務懈怠行為は、規範的評価又は抽象的な評価であり、この評価を



 2 

③ 損害の発生及びその数額 

④ ②の任務懈怠行為と③の損害との間の相当因果関係の存在5 

⑵ これに対し、取締役は、②に対して否認の上、積極否認の理由を主張し、ま

た、抗弁として以下のとおり主張することが考えられます。 

⑤ 帰責事由不存在6の評価根拠事実 5 

⑥ 違法性不存在の評価根拠事実 

（⑦ 任務懈怠行為の評価障害事実←②が任務懈怠行為の評価根拠事実の場合） 

⑶ さらに、会社は、再抗弁として以下のとおり主張することが考えられます。 

⑧ 帰責事由不存在の評価障害事実7 

⑨ 違法性不存在の評価障害事実 10 

 

※１ 取締役の職務は、一般的には、①業務執行の決定（会社法３４８条２項～４項、

３６２条２項１号、４項、５項参照）、②業務執行それ自体（会社法３４８条１

項、３６３条１項参照）、③他の取締役や従業員等の監視・監督（会社法３６２

条２項２号参照）があります。そこで、会社法４２３条１項に基づく取締役の任15 

務懈怠責任を追及する訴訟の訴状等を作成するに当たり、責任原因を明確にする

前提として、会社の事業内容等も踏まえ、被告のどの職務に関する任務懈怠が問

                                            
根拠付ける事実が主要事実となります。なお、具体的な個別法令・定款への違反行為の場合と、経営

判断が絡むなどして事務処理内容の評価が問題となるような善管注意義務違反の場合とでは、責任行

為の構造が異なることは、最二小判平成１２月７日７日民集５４巻６号１７６７頁でも判示されてい

ます（東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」２２２頁等参照）。 

5 任務懈怠行為と損害との間の相当因果関係についての検討が不十分な訴状等が散見されるため、こ

の点についても十分に検討を加えてください。 
6 会社法４２３条１項所定の任務懈怠責任は、民法４１５条所定の債務不履行責任の特則としての法

的責任であり、債務不履行責任において、債務者の責めに帰することができない事由によることは、

「契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして」判断するとされています（民法４

１５条１項ただし書）。従前の裁判実務では、債務者に故意・過失がないこと又は債務者に債務不履

行の責任を負わせることが信義則上酷であると認められるような事由があることとされていました

が、平成２９年法律第４４号改正によって従前の裁判実務が変更されることはないとされています

（筒井健夫・村松秀樹編「一問一答 民法（債権関係）改正」７４～７５頁、磯村保編「新注釈民法

⑻」債権⑴５９３頁等参照）。 
7 帰責事由不存在の評価障害事実は、②が任務懈怠行為の評価根拠事実の場合、同事実と一致するた

め、独立した再抗弁の主張にはならないこともあり得ます。 
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題となるかを明らかにした上でこのフローチャートを使用してください。 

なお、上記①～③に該当しない場合や、小規模閉鎖会社等において上記①と②

とが一体的で峻別が困難な場合などは（④）、会社の事業内容等を踏まえて問題

とする被告の具体的な職務内容を明らかにしてください。 

 5 

※２ 被告には、個別の法令（取締役を名宛人とし、取締役がその職務執行に際して

遵守すべき義務を個別的に定める規定、会社を名宛人とし、会社がその業務を行

うに際して遵守すべき全ての規定をいいます。以下同じ。）・定款への違反行為

に関与したことを理由とする任務懈怠が認められますか（一般の善管注意義務違

反（民法６４４条、会社法３５５条参照）は※４で検討します。）。この場合、10 

個別の法令・定款を特定し（「会社法４６７条１項２号」のように具体的な法令

及び条文を記載してください。）、違反行為に該当する事実を具体的に主張して

ください。 

 

※３ ※２に該当する場合、個別の法令違反の内容が、利益相反取引の場合は参考書15 

式①、株主総会等の承認を受けない競業取引の場合は参考書式②、それ以外の場

合は参考書式③を参考にしてください。なお、会社法４２３条以外に個別に取締

役に対する責任追及等の規定がある場合、当該規定に基づいて請求をするのかど

うかを検討してください（剰余金配当等に関する責任についての会社法４６２条

１項、株主の権利行使に関する利益供与に関する責任についての会社法１２０条20 

４項、新株発行の出資に瑕疵がある場合の責任についての会社法２１３条１項な

ど）。 

また、上記違反行為を特定するに当たっては、次の①～④のいずれに当たるか

を明らかにしてください。 

① 被告自らが個別の法令・定款に違反する具体的な行為をした。 25 

② 被告が会社による個別の法令・定款に違反する具体的な行為を主導したか、
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その意思決定等に関与した。 

③ 被告が他の取締役や従業員等による個別の法令・定款に違反する具体的な行

為に関与した。 

④ 上記①～③に該当しない場合、被告の関与の内容等を具体的に明らかにして

ください。 5 

 

※４ ※２に該当しない場合、次の①～③のいずれに該当しますか。 

① 被告に一般の善管注意義務違反（民法６４４条、会社法３５５条参照）が認め

られる場合 

善管注意義務の具体的な義務内容及びその発生根拠と義務違反行為をきちん10 

と特定し、損害との関係を踏まえて検討してください。 

なお、経営判断に関する事案では、参考書式④を参考に、いわゆる経営判断原

則8を踏まえた検討をしてください。同原則の適用がない場合と考える場合には、

その理由を記載してください。この点に関し、①取締役には法令や内規に違反す

る業務執行をするかどうかの裁量はないため、法令又は内規違反がある場合には15 

経営判断原則の適用はないとされ、②取締役が自己又は第三者の利益を図るなど

の忠実義務に係る問題（利益相反関係）の有無及びその程度によっては、経営判

                                            
8 最一小判平成２２年７月１５日集民２３４号２２５頁は、事例判断として「本件取引は、ＡをＢに合

併して不動産賃貸管理等の事業を担わせるという参加人のグループの事業再編計画の一環として、Ａ

を参加人の完全子会社とする目的で行われたものであるところ、このような事業再編計画の策定は、

完全子会社とすることのメリットの評価を含め、将来予測にわたる経営上の専門的判断にゆだねられ

ていると解される。そして、この場合における株式取得の方法や価格についても、取締役において、株

式の評価額のほか、取得の必要性、参加人の財務上の負担、株式の取得を円滑に進める必要性の程度等

をも総合考慮して決定することができ、その決定の過程、内容に著しく不合理な点がない限り、取締役

としての善管注意義務に違反するものではないと解すべきである。」と判示しています。 

東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」２３９頁では、経営判断の原則におい

ては、①経営判断の前提となる事実認識の過程(情報収集とその分析・検討)における不注意な誤りに

起因する不合理さの有無、②事実認識に基づく意思決定の推論過程及び内容の著しい不合理さの存否

を審査対象として善管注意義務違反の有無を判断し、経営判断の原則にいう不注意な誤りや合理性は、

取締役が当該企業及び取締役の属する業界における通常の企業人として期待される注意の程度を基準

に判断すべきものであるから、当該取締役によって当該行為がされた当時の会社の状況及び会社を取

り巻く社会・経済・文化の情勢の下において、会社の属する業界における通常の経営者が有すべき知見

及び経験が判断の基準となるとしています。 
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断原則が適用されないことがある（又は仮に適用されるとしても狭い裁量しか認

められないことがある）ことが一般的には指摘されていますので、これらの点を

踏まえて理由を記載してください。9 

② 被告に監視・監督義務違反や内部統制システム構築・運用義務違反が認められ

る場合 5 

この場合、監視義務違反（他の取締役の任務懈怠行為を阻止すべき監視義務を

指します。）10については参考書式⑤を、監督義務違反（従業員の不正行為を阻

止すべき監督義務を指します。）11については参考書式⑥を参考にしてください。

この際、具体的な誰の行為に対する監視・監督義務違反であるかを特定し、損害

との関係を踏まえて検討してください。 10 

                                            
9 岩原紳作編「会社法コンメンタール９」２４８頁以下、東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社

訴訟Ⅰ〔第３版〕」２４０頁等 
10 取締役会設置会社にあって、取締役会は、会社の業務執行につき監査する地位にあるから、取締

役会を構成する取締役は、会社に対し、取締役会に上程された事柄についてだけ監視するにとどまら

ず、代表取締役の業務執行一般につき、これを監視し、必要があれば、取締役会を自ら招集し、ある

いは招集することを求め、取締役会を通じて業務執行が適正に行われるようにする職責を有します

（最三小判昭和４８年５月２２日民集２７巻５号６５５頁）。しかし、代表取締役の業務全てについ

てその監督権限を行使することは事実上不可能ですから、代表取締役の任務懈怠行為の全てにつき取

締役が監視義務違反の責任を問われるわけではありません。取締役会の非上程事項については代表取

締役の業務活動の内容を知り又は知ることが可能であるなどの特段の事情があるのに、これを看過し

たときに限って監視義務違反が認められるとされています。なお、取締役会非設置会社にあっても、

取締役は、その業務執行の一環として（会社法３４８条１項）、他の取締役の業務執行を監視する義

務を負っているものと解されます（東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」２

５０頁以下等）。 

11 取締役会設置会社の取締役は、取締役会を通じて支配人らの業務執行を監督すべき権利義務を有

し（最三小判昭和３７年８月２８日集民６２号２７３頁）、その立場において、従業員の違法・不当

な行為を発見し、又はこれを未然に防止するなど従業員に対する指導監督についての注意義務を負い

ます（東京地判平成１１年３月４日判タ１０１７号２１５頁）。具体的には、個々の従業員に対する

監督責任を負うものではありませんが、何らかの事情で従業員の不正行為を知り又は知り得べきであ

った場合には、取締役会の招集権限や支配人の選任・解任権限を用いて、不正行為を阻止するために

必要な措置をとる義務があります。もっとも、業務執行権限を有する代表取締役は、自ら業務執行を

行うとともに、使用人その他下部職員の補助を得て業務の執行に当たっている場合には、一般の取締

役より一層高度の注意義務を尽くし、忠実にこれら補助者の行為に職務違反がないかどうかを監督

し、不当な職務執行を制止し又は未然に防止する策を講ずるなど会社の利益を図るべき職責を有しま

す（東京高判昭和４１年１１月１５日判タ２０５号１５２頁）。また、業務担当取締役も、担当する

部門・部署における業務執行を行う職責を有しており、その担当する部門・部署における従業員の監

督を代表取締役と同様に行うべき義務を負います。しかし、業務担当取締役であっても自己が職掌上

統括する部署に属しない従業員の監督については、平取締役と同様の責任を負うにとどまります。取

締役会非設置会社の取締役も、その業務執行の一環として、従業員の活動に対する監督義務を負うも

のと解されます（東京地方裁判所商事研究会編「類型別会社訴訟Ⅰ〔第３版〕」２５７頁以下等）。 
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内部統制システム構築義務違反12については、他の取締役の任務懈怠行為や従

業員の不正行為等があった時点において、被告である取締役がどのような内部統

制システムを構築すべきであったかを明らかにしてください。内部統制システム

の構築義務違反に当たって、いかなるシステムを構築すべきかについて代表取締

役等に広い裁量が認められるか否か議論があります13。内部統制システム運用義5 

務違反については、内部統制システム構築義務違反がない場合においても、構築

された内部統制システムが適切に運用されず、その結果、他の取締役の任務懈怠

行為や従業員の不正行為等が発生した場合に問題となり得ます。 

③ 以上のいずれにも当てはまらない場合、任務懈怠の具体的な内容を特定し、損

害との関係を踏まえて検討してください。 10 

  

                                            
12 取締役会設置会社においては、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制、その他使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制等、株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制（内部統制システム）の整

備が取締役会の決定事項とされており（会社法３６２条４項６号、会社法施行規則１００条）、大会

社である取締役会においては、内部統制システムの整備に係る決定は、具体的な法令上の義務として

これをしなければならないと規定されています（会社法３６２条５項）。他方、大会社以外の会社で

あっても、①ある程度の規模を有する会社の取締役が自ら直接的に他の取締役の業務執行や従業員の

行動について監視・監督を尽くすことが困難であるとして責任を負わないとするのは妥当ではないこ

と、②大会社に関する上記規定は、大会社の活動が社会に与える影響が大きいことから、適正なガバ

ナンスの確保が特に重要であると考えられたことにより設けられたものであり、大会社以外の会社に

おいて内部統制システムの構築を取締役の責任とすることを排除するものではないと解されることか

ら、大会社以外の会社においても、内部統制システムの構築は、会社の実情として規模的に直接の監

視・監督を困難とするものになっていれば、会社の種類を問わずに取締役に課された義務であると解

されます。ここでいう内部統制システムの構築は、重要な業務の決定とその執行であり、取締役会が

その大綱（会社法３６２条４項６号に定める事項）を決定し、これを踏まえて、業務執行を担当する

代表取締役及び業務担当取締役が、業務執行として、担当部門に関する具体的な内部統制システムを

現実に構築すべき義務を負うと解され、上記以外の取締役は、代表取締役及び業務担当取締役が内部

統制システムを構築すべき義務を適正に履行しているか否かについて監視する義務を負うと解されま

す（垣内正編・東京地方裁判所商事研究会著「会社訴訟の基礎」１０２頁以下参照）。 

13 これを肯定した裁判例として、大阪地判平成１２年９月２０日判タ１０４７号８６頁、東京高判

平成２０年５月２１日判タ１２８１号２４７頁があります。 
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参考書式① 利益相反取引に係る損害賠償請求 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 被告が利益相反取引をしたこと 

 被告は、令和○年○月○日、原告との間で○○の取引をした（甲○）。 

 

⑶ 取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承認を受けていないこ10 

と1415 

                                            
14 取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会。以下同じ。）の承認を受けなかったという事実

が請求原因として必要かについては、以下のとおり様々な考え方があります。 

①利益相反取引によって株式会社に損害が生じたときは、会社法３５６条１項２号・３号の取締役

等は、その任務を怠ったものと推定されます（会社法４２３条３項）。そのため、取締役会の承認を

受けなかった利益相反取引による損害賠償を請求する場合でも、利益相反取引及び損害の発生という

要件事実のみで、会社法４２３条３項により任務懈怠が推定されるため、取締役会の承認を受けなか

ったという事実は請求原因としては過剰主張になるから不要であり、取締役会の承認を受けていなか

ったことの主張は、利益相反取引に当たることを知らなかったこと又は利益相反取引により会社に損

害が生じることを知らなかったことについての無過失の抗弁を排斥する再抗弁となるとの見解があり

ます。 

②次に、利益相反取引により会社に生じた損害の捉え方を、取締役会の承認がある場合とない場合

で同じであるか否かは議論があります。すなわち、取締役会の承認を得ていない利益相反取引は、個

別法令違反により違法、無効であり、そのような違法な、無効な取引に基づく財産の流出自体が損害

であり、取締役会の承認を受けた利益相反取引とは損害の捉え方が異なるとの考え方があり得る一

方、利益相反取引で取締役の承認を受けなかったことは手続規制違反であり、不法原因給付となる強

度の違法性があるとまではいえず、会社に実質的な損害が生じていない場合まで、取締役に流出財産

の名目額を賠償させることは相当ではないとする見解があります。また、取締役会の承認を受けなか

った場合の損害を、承認を受けた場合と同じであると考えるとしても、取締役の承認を受けなかった

利益相反取引の効力との関係で、損害の捉え方は変化する余地があるとの指摘もあります（氏本厚司

「利益相反取引による取締役の会社に対する損害賠償責任の要件事実論的考察－会社法４２３条３項

の推定規定の規範構造を中心に」１７６頁以下・伊藤滋夫編「商事法の要件事実」参照）。 

以上のとおり、見解の相違のほか、事案によっても請求原因は異なり得るところですが、事実関係

を早期に把握する観点から、取締役会の承認を受けていない場合にはその旨を記載してください。な

お、当該承認を得た利益相反取引によって会社に損害を与えた場合には、善管注意義務違反となり得

ます。 
15 会社法３５６条１項２号の取引（自己のためにした取引に限る。）をした取締役の会社４２３条１

項の責任は、任務を怠ったことが当該取締役の責めに帰することができない事由によるものであるこ

とをもって免れることはできないことが規定されています（会社法４２８条１項）。 
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被告は、上記⑵の取引を行うに際して、取締役会（取締役会非設置会社の場

合は株主総会）の承認を受けていない（甲○）。 

 

⑷ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 

  原告は、○○の取引によって譲渡代金(○○○○万円) と時価(○○○○万5 

円)との差額分に相当する○○○万円の損害を被った(甲○)。 

  

⑸ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 10 

⑹ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払

済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。  
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（記載例） 

１ 被告が原告の元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の代表取締役であ

った（甲１）。 

２ 直接取引に基づく損害賠償責任 5 

⑴ 被告が利益相反取引をしたこと 

被告は、令和○年○月○日、原告との間で、原告が所有する別紙物件目録記

載の土地建物（以下「本件物件」という。）を○○万円で譲り受けることを約

し（以下「本件売買」という。）、同日、代金を支払って、所有権移転登記手

続を受けた（甲２、３）。本件売買は、会社法３５６条１項２号の利益相反取10 

引に当たる。 

⑵ 取締役会の承認を得ていないこと 

原告は、本件売買について取締役会の承認決議をしていない（甲４）。  

⑶ 原告に発生した損害及びその数額、因果関係 

本件売買の譲渡代金は本件物件の時価（○億○○○○万円）に比して、著し15 

く廉価であり、原告は、本件売買によって譲渡代金と時価との差額分に相当す

る○○○万円の損害を被った（甲５）。 

３ 間接取引に基づく損害賠償責任  

⑴ 被告が利益相反取引をしたこと 

原告とＢ銀行は、令和○年○月○日、当時、原告の取締役であったＡがＢ銀20 

行より弁済期同年○月○日、利息年○％と定めて○○○○万円を借り受けるに

際し、原告がＡの上記債務について連帯して保証する旨を合意した（以下「本

件保証」という。）（甲６）。被告は、本件保証について、原告の代表者とし

て契約を締結した。本件保証は、会社法３５６条１項３号の利益相反取引に当

たる。 25 

⑵ 取締役会の承認を得ていないこと 
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原告の取締役会は、本件保証について承認していない（甲７）。 

⑶ 原告に発生した損害及びその数額、因果関係 

Ａは、弁済期に借入金の返済ができなかったため、原告は、 Ｂ銀行から本件

保証に係る履行請求を受け、原告は、本件保証に基づき、令和○年○月○日、

Ｂ銀行に対し元利金○○○○万円を支払った（甲８）。 5 

４ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づき、本件売買及び本

件保証による損害額の合計○○○○万円及びこれに対する本訴状送達の日の翌

日から支払済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。 
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参考書式② 競業避止義務違反に係る損害賠償請求 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 被告が自己又は第三者のために原告の事業の部類に属する取引を行ったこ

と 

 ア 原告は、○○という事業を行っている（甲○）。 

 イ 被告は、令和○年○月○日、○○の取引（以下「本件取引」という。）を10 

行った（甲○）。 

 ウ 本件取引は、被告が自己のために原告の事業の部類に属する取引を行った

ものであるから、会社法３５６条１項１号の取引（競業取引）に該当する。 

 

⑶ 取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承認を得ていないこと 15 

被告は、本件取引を行うに際して、取締役会（取締役会非設置会社の場合は

株主総会）の承認を得ていない（甲○）。16 

 

⑷ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 

 （会社法４２３条２項の推定規定による場合） 20 

 被告(又は第三者〔競業会社〕)は、本件取引によって、○○○万円の利益を

得た（甲○）。 

  

(会社法４２３条２項の推定規定によらない場合) 

                                            
16 当該承認を得た競業取引によって会社に損害を与えた場合には、一般の善管注意義務違反となり得

ます。 
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本件取引によって、原告には○○○万円の損失が発生した（甲○）。 

  

⑸ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 5 

⑹ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払

済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。 

 

  10 
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（記載例） 

１ 被告が原告の取締役であること 

原告は、東京都内において事務用品の卸販売を行うことを目的とし、取締役会

及び監査役を設置している株式会社であり、被告は、令和○年○月以降、原告の

取締役を務めている（甲１）。  5 

２ 被告が自己又は第三者のために原告の事業の部類に属する取引を行ったこと 

被告は、令和○年○月頃、自ら設立し１００％出資したＡ社の代表取締役に就

任した上、同月以降、Ａ社を代表して、東京都○○区で原告と同様の事務用品の

卸販売業（以下「本件取引」という。）を行っている（甲２）。 

本件取引は、被告がＡ社のために原告の事業の部類に属する取引を行ったもの10 

であるから、会社法３５６条１項１号の取引（競業取引）に該当する。 

３ 取締役会の承認を得ていないこと 

被告は、前項のとおりＡ社の代表者として本件取引を行うについて、原告の取

締役会でその承認決議を受けなかった（甲３）。  

４ 原告に発生した損害及びその数額、因果関係 15 

原告では、Ａ社が営業を始めた令和○年○月から令和〇年〇月までの間に、東

京都○○区における売上げが少なくとも○○○○万円減少しており、この売上げ

の減少は、被告がＡ社に行わせた競業取引である本件取引による損害である （甲

４）。  

５ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項（同法３５６条１項１号違20 

反）による損害賠償として、○○○○万円及びこれに対する本訴状送達の日の翌

日から支払済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。 
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参考書式③ 法令(又は定款)違反に係る損害賠償請求 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 被告が法令(又は定款)違反行為をしたこと 

ア 被告は、令和○年○月○日、○○を売却した（甲○）。  

イ … 

ウ 以上によれば、被告による○○の売却は、〇○法○条(又は定款)に違反す10 

る行為である17。 

 

⑶ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 

  原告は、上記⑵の被告による法令違反行為によって○○○万円の損害を被っ

た(甲○)。 15 

 

⑷ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 

⑸ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○20 

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払

済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。  

                                            
17 具体的な条文とそれに違反する具体的な事実を記載してください。 
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（記載例） 

１ 被告が原告の元取締役であること 

原告は、肩書地に本店を有し、○○の製造販売を目的とし、取締役会及び監査

役を設置している株式会社であり、被告は、原告の創業時（令和〇年〇月〇日）

から令和○年○月○日に代表取締役及び取締役を辞任するまでの間、原告の代表5 

取締役であった（甲１）。  

２ 被告が法令違反行為をしたこと 

⑴ 被告は、令和○年○月○日、Ａ社に対し、原告の所有する主力商品○○（以

下「本件商品」という。）の全生産を行っている工場施設及び本件商品の生産

に係る各種特許権（具体的には〇〇〇）を代金○○億○○○○万円で売却した10 

（以下「本件事業譲渡」という。）（甲２）。  

⑵ア 原告における本件商品の製造販売による利益は、原告の営業利益全体の４

割を占める重要なものであった（甲３、４）。 

イ 被告は、株主総会決議を経ることなく、また、取締役会に諮ることなく、

被告及び全取締役６名のうち親族関係にある３名の取締役から構成される15 

経営会議と称する会議に諮っただけで、本件事業譲渡を行った（甲４）。 

ウ 以上によれば、被告による本件事業譲渡は、会社法４６７条１項又は同法

３６２条４項１号に違反する法令違反行為である。 

３ 原告に発生した損害及びその数額、因果関係 

原告は、本件事業譲渡が有効なものと確定したため、本件事業譲渡の代金○○20 

億○○○○万円と本件事業に係る当時の適正な時価○○億○○○○万円の差額

である○○○○万円の損害を被った（甲５）。 

４ よって、原告は、被告に対し、会社法４６７条１項又は同法３６２条４項１号

違反行為に基づく同法４２３条１項による損害賠償として、○○○○万円及びこ

れに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年３分の割合に25 

よる遅延損害金の支払を求める。  
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参考書式④ 経営判断に関する善管注意義務違反に係る損害賠償請求18 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 被告が取締役として一定の経営事項につき判断決定をしたこと 

  被告は、令和○年○月○日、○に対して融資を行った（甲○）。 

 

⑶ 上記⑵につき裁量を逸脱したことを特定又は基礎付ける具体的事実 10 

被告は、○○の調査を怠って上記融資を実行した（甲○）。 

したがって、被告の判断の過程、内容に著しく不合理な点があり、取締役と

しての善管注意義務に違反するものである。19 

 

⑷ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 15 

上記⑵の行為によって、原告には○〇〇〇万円の損失が発生した（甲○）。 

 

⑸ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 20 

⑹ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払

済みまで民法所定の年３分の割合による損害賠償金の支払を求める。 

 

                                            
18 事案に応じて、経営判断原則が適用される場合に参考にしてください。 
19 前掲の最一小判平成２２年７月１５日判タ１３３２号５０頁に沿った記載例です。 
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（記載例） 

１ 被告が原告の元取締役であること 

原告は、○○を目的とする株式会社であり、被告は、令和○年○月から令和○

年○月まで、原告の代表取締役の地位にあった者である（甲１）。 

２ 被告が取締役として一定の経営事項につき判断決定をしたこと 5 

被告は、代表取締役在任中の令和○年○月、原告の取引先で○○の製造を下請

けしているＡ社より、同社が資金繰りに窮し、同年○月末の支払資金に不足を生

じたとして、資金援助の申入れを受けた。 

３ 上記２につき裁量を逸脱したこと 

⑴ 上記２の際、被告は、Ａ社の資力・信用等について何らの調査をすることも10 

なく、同社の一時的な資金繰りが困難である旨の説明を軽信し、令和年○月○

日、同社に対し、無担保で○○○○万円の融資（以下「本件融資」という。）

を行った（甲２）。その後、Ａ社は、同年○月○日、倒産したため、本件融資

は回収不能となった（甲３）。 

⑵ 本件融資は、既に破綻状態にあったＡ社に対し、何らの調査を行うこともな15 

く、Ａ社による一時的な資金繰りの困難という説明を軽信して、無担保で多額

の資金の貸付けを行ったものであり、その判断の過程、内容は著しく不合理で

あるから、被告には取締役の善管注意義務違反が認められる。  

 ４ 原告に発生した損害及びその数額、因果関係 

原告は、本件融資が回収不能となったため、○○○○万円の損害を被った（甲20 

５）。 

５ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項による損害賠償として、○

○○○万円及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定

年の３分の割合による遅延損害金の支払を求める。  
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参考書式⑤ 監視義務違反に係る損害賠償請求 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 取締役のある者が会社に損害を及ぼす違法行為をしたこと 

  原告の代表取締役であったＡは、令和○年〇月〇日、○〇という違法行為を

した（甲○）。 

 10 

⑶ 被告が取締役として、上記⑵について監視義務に違反したことを特定又は基

礎付ける具体的事実 

被告は、原告の○○担当の取締役として、○○について、代表取締役を監視

すべき地位にあったのであるから、原告の○○事務を適正に行っていれば、Ａ

の○○行為を未然に防止することができたのに、これを怠ったため、Ａの○○15 

行為を可能にしたものである(甲○)。 

 

⑷ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 

上記⑵及び⑶によって、原告には○〇〇〇万円の損害が発生した（甲○）。 

 20 

⑸ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 

⑹ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払25 

済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。  
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参考書式⑥ 監督義務違反に係る損害賠償請求 

１ 請求原因 

⑴ 被告が取締役又は元取締役であること  

被告は、令和○年○月○日から令和○年○月○日まで、原告の取締役であっ

た(甲○)。 5 

 

⑵ 会社従業員による不正行為 

  原告従業員であるＡは、令和○年○月○日、○○という不正行為に及んだ（甲

○）。 

 10 

⑶ 被告が取締役として当該従業員の監督を怠ったことを特定又は基礎付ける

具体的事実 

被告は、原告の○○担当の取締役として、○○の管理を監督すべき地位にあ

ったのであるから、原告の○○事務を適正に行っていれば、Ａの○○行為を未

然に防止することができたのに、これを怠ったため、Ａの○○行為を可能にし15 

たものである(甲○)。 

 

⑷ 会社に発生した損害及びその数額、因果関係 

上記⑵及び⑶によって、原告には○円の損害が発生した（甲○）。 

 20 

⑸ 催告 

原告は、被告に対し、令和○年○月○日、前記損害の支払を求めた（甲○）。 

 

⑹ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項に基づく損害賠償金○○

○○万円及びこれに対する催告の日の翌日である令和○年○月○日から支払25 

済みまで民法所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。 
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（記載例） 

１ 被告が原告の取締役であること等 

原告は、○○を目的とし、取締役会及び監査役を設置している株式会社であり、

被告は、令和○年○月から現在まで、原告の取締役であり、原告の経理部門を担

当する取締役でもある。また、Ａは、令和○年○月○日から取締役及び代表取締5 

役を解任される令和○年○月○日までの間、原告の代表取締役であった（甲１、

２）。  

２⑴ Ａの横領行為 

Ａは、令和○年○月から同年○月までの間、自らが取引先から回収した原告

の売掛債権の合計○○○万円について、Ａ個人の名義で行っていた投資取引の10 

損失を補填するためこれを着服費消し、原告に対し、○○○万円相当の損害を

与えた（甲１）。 

⑵ 被告の監視義務違反及びこれによって原告に発生した損害及びその数額 

被告は、原告の経理担当の取締役として、原告の売上金の管理を監視すべき

地位にあったのであるから、原告の経理事務を適正にとっていれば、Ａの本件15 

横領行為を未然に防止することができたのに、これを怠ったため、Ａの本件横

領行為を可能にしたものである。 

 ３⑴ ＡのＢ社への出資 

Ａは、令和○年○月○日、取引先であるＢ社との間において同月○日に合弁

会社を設立するために、○○億円の出資をすることを原告の取締役会（以下「本20 

件取締役会」という。）に諮った上、同月○日、出資を行った（以下「本件出

資」という。）（甲２）。 

⑵ 被告の監視義務違反及びこれによって原告に発生した損害及びその数額 

ア Ｂ社は、１年を経ずして債務超過の状態に陥り、倒産したため、原告は出

資金○○億円相当の損害を被った（甲３）。 25 

イ 本件出資は、合弁会社の収益予測を充分な資料に基づくことなく行われ
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ただけでなく、出資に伴う利害についての充分な検討を経ることもなく決定

されたものであり、そのことは、本件取締役会における説明を聞けば明確に

認識することができるものであった（甲３）。しかるに、被告は、常日頃か

ら取締役会への出席を怠り、本件取締役会にも特段の理由がないのに出席を

しなかったため、本件出資を阻止することができなかったものである（甲４）。  5 

４ よって、原告は、被告に対し、会社法４２３条１項による損害賠償として、○

○億〇〇〇万円及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法

所定の年３分の割合による遅延損害金の支払を求める。 


